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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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マネジメントシステムのパフォーマンス改善－ 

品質マネジメント教育の指針 

Performance improvement of management systems- 

Guidelines for quality management education and training 

 

0 序文 

0.1 一般 

組織を取り巻く経営環境は大きく変化している。このため，組織がその使命を着実に果たし続けるには，

変化を的確に捉え，自組織の置かれた状況及び自組織の強みに応じた経営目標及び戦略を定め，その実現

に向けて従来の仕事のやり方を変えていくことが必要になる。しかし，考え方及び価値観の異なる多くの

人から成る組織では，お互いに連携することが難しく，従来の延長線上からなかなか抜け出せない。この

ような状況を打開するための一つの方法論が総合的品質マネジメント（Total Quality Management，以下，

TQM という。）である。TQM は，1960 年代～1970 年代の日本において，欧米から導入された品質管理

（Quality Control）の考え方及び方法を実践する中から生み出されたものである。現在では，日本だけでな

く世界中で，製造業だけでなくサービス業，小売業，さらにはエネルギー，通信，運輸，医療，福祉，教

育，金融，行政などのあらゆる分野で活用され，効果を上げている。 

TQM を実践する場合，組織の構成員一人一人が基本的な原則を理解した上で，方針管理，日常管理，小

集団改善活動，品質保証などの具体的な活動に取り組む必要がある。しかし，これらの活動を適切に行う

能力をもった人材をどのように育成すればよいかについては，規範となるものが少なく，各組織がそれぞ

れの実情を踏まえて独自の階層別分野別教育体系及び品質マネジメント教育の仕組みを構築している。そ

のため，なかには，問題解決力などの品質マネジメントに関する必要な能力をもった人材の育成が十分で

きておらず，結果として TQM を適切に実践できていない組織もある。 

この規格は，TQM を適切に推進するために必要となる品質マネジメント教育を計画し，実施し，評価し，

改善する場合の指針を定めたものである。 

なお，品質マネジメント教育は一つの部門又は会社で行っても効果が少ない。全部門を対象とし，さら

には関係会社，パートナーなどまでその範囲を広げる必要がある。この規格では，“組織”という言葉を用

いるが，これには，製品及びサービスの提供に関わるあらゆる部門及び会社群を含めて捉えるのがよい。 

なお，対応国際規格は現時点で制定されていない。 

0.2 他の規格との一貫性 

この規格は，品質マネジメント教育を対象としており，独立して使用することを意図して作成されてい


